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１．基本的な考え方 

（１）策定の背景及び趣旨 

国は、人口減少への歯止めと、東京圏への人口の過度の集中を是正することで、将

来にわたり活力ある日本社会を維持していくことを目指し、平成 26年 11月に「まち・

ひと・しごと創生法」を制定し、今後目指すべき将来の方向や５か年の目標、施策を

まとめた「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総

合戦略」を策定した（平成 26年 12月）。 

地方公共団体においても、「地方人口ビジョン」並びに「地方版総合戦略」を策定す

ることとされ、本広域連合においても、東三河創生戦略（東三河人口ビジョン及び東

三河まち・ひと・しごと創生総合戦略）を平成 29年２月に策定し、構成市町村を始め

経済団体や観光団体等と連携して、人口減少に歯止めをかけ安心して暮らせる地域づ

くりに取り組んできた。 

その一方で、東京への人口の一極集中と全国的な人口減少に歯止めはかからず、国

においては、『将来にわたって「活力ある地域社会」の実現』と、『「東京圏への一極集

中」の是正』を目標に掲げた、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し

（令和元年 12月）、地方創生の動きを更に強化する方針を示している。 

そこで、本広域連合でも第１期での取り組みを踏まえ、引き続き構成市町村と連携

して地方創生に取り組み、東三河の地域力と自立力を高め、将来にわたり「しごと」

と「ひと」の好循環を生み出し、安心して暮らし続けられる「まち」を形成し、地域

全体の発展につなげるため、「第２期東三河まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下

「総合戦略」という。）を策定する。 

 

（２）総合戦略の位置付け及び計画期間 

総合戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき策定するものであり、国や県の

総合戦略を勘案するとともに、構成市町村の総合戦略や、東三河地域の県・市町村・

広域連合及び民間機関で構成する「東三河ビジョン協議会」が策定する「東三河振興

ビジョン」とも連携を図る。 

計画期間は、令和２年度（2020 年度）から６年度（2024 年度）までの５か年とし、

ＰＤＣＡサイクルによる効果検証等により、必要に応じて見直しを行うものとする。 
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２．目指すべき将来の方向 

 

東三河の人口は、既に長期的な人口減少の局面に入っており、現状のまま推移する

と 2060年には約 55万人まで減少し、高齢化率は 37％を超える見通しである。生産年

齢人口が減少し、少子高齢化が進行する中で、地域の活力を維持するとともに、将来

にわたり安心した暮らしを確保する必要がある。 

そこで、東三河人口ビジョンにおいて、目指すべき将来の方向を次のとおり示して

いる。 

 

≪目指すべき将来の方向≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 人口流出に歯止めをかけるとともに、地域外から人を呼び込む 

進学、就職などの理由により若い世代が転出していると考えられるため、地域内に

おける雇用環境の充実を図るなどにより人口流出に歯止めをかける。 

また、近年、大都市圏から地方への移住が進みつつあるため、この動きを好機と捉

え、東京圏や愛知県内から人を呼び込む。 

 

２ 魅力と活力にあふれ、安心して暮らせる地域づくりを進める 

地域に魅力や活力がなければ人を呼び込むことはできないため、地域資源を活用し

た産業振興など、東三河の特性を生かした魅力と活力ある地域づくりを進める。 

また、少子高齢化が進み、今後も高齢者の数が増加することが見込まれるため、介

護サービスの維持・充実や医療との連携を図るとともに、子どもたちの健やかな成長

を支える環境をつくるなど、住民が安心して暮らせる地域づくりを進める。 
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３．基本目標と具体的な施策 

 

東三河人口ビジョンにおける目指すべき将来の方向を踏まえ、地域の実情に応じた

基本目標を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目指すべき将来の方向 

１ 人口流出に歯止

めをかけるととも

に、地域外から人を

呼び込む 

 

 

２ 魅力と活力にあ

ふれ、安心して暮ら

せる地域づくりを

進める 

② 活力ある地域をつくる 
 
東三河の強みを生かし、しごとづくりを通じた
産業振興と雇用創出の好循環が生まれる地域
をつくる 

③ 「ひと」が流入し定着する地域をつくる 
 
若い世代の人口流出に歯止めをかけるととも
に、地域外の人から住んでみたいと思われる地
域をつくる 

① 魅力あふれる地域をつくる 
 
地域資源を活用した魅力ある地域をつくると
ともに、地域外に向けた戦略的なプロモーショ
ンを行う 

④ 安心して暮らせる地域をつくる 
 
東三河が一体となって、子どもや高齢者など誰
もが安心して暮らせる地域をつくる 

基本目標 
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東三河地域ならではの地域資源や全国的にはあまり知られていない魅力を掘り起こ

し、ストーリー性を持った情報発信を行うとともに、マーケティング調査やデータ分

析に基づく戦略的なプロモーション活動により、東三河の「モノ」や「コト」のブラ

ンド力・認知度の向上に努める。 

また、設楽ダム建設を契機に上下流交流の推進並びに東三河地域外からの人の流れ

の創出を目的に整備する山村都市交流拠点施設について、東三河地域全体の振興に向

け、地域内外からの消費拡大や交流人口及び関係人口の増加を図るための具体的な施

設機能や実施施策などについての検討を進める。 

 

 

指標：愛知県観光レクリエーション利用者統計 

 

◆具体的施策と重要業績評価指標  

 

■施策１ 地域外に向けた戦略的なプロモーション等を通じた東三河ブランドの創出 

 

≪基本的方向≫ 
○ 豊かな自然風土に育まれた食文化、伝統と個性あふれるお祭り、風光明媚な景観

等、東三河ならではの観光資源の磨き上げと、新しい魅力の掘り起こしを行いなが

ら効果的な情報発信を行い、東三河の認知度の向上や誘客を促進する。 

○ 東三河に点在する食や伝統文化などの多様な地域資源をつなぎ合わせ、事業者や

生産者と一体となったプロモーションを行うことで、他地域との差別化された価値

を生み出し、地域内外のより多くの方から評価、支持される東三河ブランドを創出

する。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
首都圏での「東三河」の認知度 

「34.0％（H30）」 ⇒ 「50.0％（Ｒ6）」 
 

指標：平成 30年度東三河広域連合「首都圏住民を対象とした東三河資源調査（N＝500）」   
数値目標 基準値（Ｈ30） 目標値（R6） 

東三河の観光入込客数 2,357万人 2,800万人 

基本目標① 魅力あふれる地域をつくる 
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≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

ＩＣＴを活用した

魅力発信事業 

ＳＮＳや動画等のＩＣＴをはじめ、ポスターや雑誌等のさま

ざまなメディアを活用し、特に名古屋圏の若い女性に興味を

持ってもらえるよう効果的な情報発信を行い、観光や定住に

つなげていく。 

東三河ブランド推

進事業 

セミナーやワークショップなどの開催を通じ、東三河ブラン

ド推進に携わる関係者の意識を高めながら、首都圏等でのプ

ロモーションやテストマーケティングを実施することで、意

欲ある事業者や生産者を支援する。 

 

 

■施策２ 官民協働による観光地域づくりの推進 

 

≪基本的方向≫ 
○ 「観光を中心とした地域づくり」の観点から、東三河の広域的観光の推進役を担

い、マーケティング調査やデータ分析に基づく戦略立案やプロモーション等を実施

する地域経営主体となる「東三河ＤＭＯ※1」の設立を官民協働で目指す。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
 

≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

東三河ＤＭＯ推進

事業 

東三河の官民が参画する「東三河ＤＭＯ研究会」において、

東三河ＤＭＯのコンセプトや具体的な事業の検討を行い、東

三河ＤＭＯの設立を支援する。 

また従来の観光産業以外の第一次産業やスポーツ等、さまざ

まな関係者の参画を促し、人材育成も推進する。 

 

    

  

東三河ＤＭＯの具体化 

「─（H30）」 ⇒ 「東三河ＤＭＯの具体化（R6）※2」 

※1 Destination Management/Marketing Organizationの略。観光を中心とした地域づくりの推進役として、 

そのための戦略を策定するとともに調整機能を備えた法人 

※2 設立時期が未定のため暫定的に最終年度とする。東三河ＤＭＯ研究会が目標年度を定めた時点で変更する。 
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■施策３ 山村都市交流拠点施設を核とした交流人口及び関係人口の創出 

 

≪基本的方向≫ 
○ 山村都市交流拠点施設を核とした事業の展開により、地域内外から人の流れを

創出し、東三河地域とのつながりを深めることで、交流人口及び関係人口の増加を

図る。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
 

≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

山村都市交流拠点

施設整備事業 

施設の基本コンセプトなどを取りまとめ令和３年７月に策定

された基本構想を基に、具体的な施設機能などを明らかにし

た「山村都市交流拠点施設基本計画」を策定する。 

  

山村都市交流拠点施設の具体化 

「─（R2）」 ⇒ 「基本計画の策定（R5）※2」 

※2 山村都市交流拠点施設は、設楽ダムに合わせて令和８年度の完成を目指しており、本戦略の期間内での 

  取組として基本計画の策定を指標とした。 
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農商工のバランスの取れた産業構造や東京圏や名古屋市の大消費地に近い立地を活

かした商品開発を促し、意欲ある事業者の販路拡大や商品ブランドの向上を支援しま

す。また、新しい技術を活用した産業の創出につながる成長産業等の分野で活躍する

人材の育成を、市町村や大学、経済団体等と連携して支援することで、地域産業の発

展と雇用の拡大を図る。 

 

 

 

指標：愛知県労働局 

 

◆具体的施策と重要業績評価指標  

 

■施策１ 東三河特産品の販路拡大 

 

≪基本的方向≫ 
○ 東三河地域のこだわりが詰まった特産品や伝統工芸品などを集め、名古屋圏を始

めとした地域外での物産展を継続的に開催するほか、事業者や生産者と一体となっ

て東三河の特産品を効果的にアピールし、幅広い地域への販路拡大を図る。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
 

≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

東三河物産展

開催事業 

東海エリアの商業施設において、東三河の事業者・道の駅等を集め

た東三河物産展を開催し、消費者への販売のほか、流通事業者への

アピールも行う。 

東三河ブラン

ド推進事業 

（再掲） 

首都圏等でのプロモーションやテストマーケティングを実施する

ことで、意欲ある事業者や生産者の販路拡大を支援する。 

 

数値目標 基準値（H30） 目標値（Ｒ6） 

東三河の有効求人倍率 1.64倍 維持 

東三河地域外での東三河物産展の販売額 

「531万円（H30）」 ⇒ 「800万円（Ｒ6）」 

基本目標② 活力ある地域をつくる 
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■施策２ 地域産業を担う人材の育成支援 

 

≪基本的方向≫ 
○ 新たな技術や発想で地域産業にイノベーションを起こせるような人材の育成を産

学官連携で支援し、地域産業の発展と雇用の創出を図る。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
  ※ Ｒ3～Ｒ6の累計参加者数 

 

≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

地域産業人材育成

支援事業 

ビジネスプランコンテストへの支援やオープンデータ活用に

関する研修をはじめとして、構成市町村・大学・社会人キャ

リアアップ推進協議会・東三河広域経済連合会等と連携した

研修・講演会等の開催や産学共同研究の支援等、地域産業を

支える人材育成を推進する。 

  

  

地域産業人材の育成支援事業への参加者数 

「―（H30）」 ⇒ 「500人※（Ｒ６）」 
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東三河地域内の若い世代に、東三河の企業や地域産業を知ってもらう機会を提供す

る取り組みに加え、若年層から地域の産業や暮らしの情報を市町村等と連携して発信

することで、地域内での就職と居住の促進を図り、人口流出に歯止めをかける。 

また、名古屋圏等の若者などに東三河の企業等との交流機会を提供することで、東

三河地域への就職を促進するとともに、情報提供や交流等を重ねることで、将来の東

三河への就職・定住を推進する。 

 

 

 

 

指標：総務省住民基本台帳人口移動報告 

 

◆具体的施策と重要業績評価指標  

 

■施策 1 若い世代の転出の抑制 

 

≪基本的方向≫ 
○ 就職を目指す東三河地域内の若い世代に、地元企業等の交流会等を開催し、企業

情報や地域産業、暮らしの情報を提供することで、地域内での就職や定住を促す。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
 

≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

東三河の企業への

就職促進事業 

東三河の企業や地域の魅力についての情報を発信すると

ともに、学生と企業が気軽に交流できるイベント等を開催

し、東三河地域への就職や定住を促進する。 

 

 

 

 

数値目標 基準値（H30） 目標値（Ｒ6） 

東三河の転出入者数 ▲1,363人 ▲900人 

学生と企業の交流イベント等への参加学生数 

    「540人（H30）」 ⇒ 「750人（Ｒ6）」 

基本目標③ 「ひと」が流入し定着する地域をつくる 
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■施策 2 若者等の人材還流 

 

≪基本的方向≫ 
○ 進学等により地域外へ転出した東三河出身者や地域外の優れた人材に、東三河の

企業や地域産業、暮らしの情報等を提供し、企業等と交流できる機会を創出するこ

とで、地域外からの人材還流を促進する。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
※Ｒ2～Ｒ6の累計参加学生数 

 

≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

地域外からの東三

河への就職活動支

援事業 

東三河の企業や地域の魅力についての情報発信や交流イ

ベントを開催するほか、地域外のインターンシップフェア

等への企業の出展を支援し、東三河地域への就職や定住を

促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東三河地域外での就職活動支援事業への参加学生数 

「―（H30）」 ⇒ 「600人※（Ｒ6）」 
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少子高齢化が進行する中で、東三河８市町村が連携し、介護保険の充実と、医療・

介護・予防などが包括的に確保される体制をつくるとともに、子どもたちの健やかな

成長を支える環境づくりを進める。 

 

 

 

 

※1 厚生労働科学研究班「健康寿命の算定方法の指針」に基づき、人口、死亡数、要介護 2～5の 

認定者数などから算定 

 

◆具体的施策と重要業績評価指標  

 

■施策 1 安心して暮らし続けるための東三河版地域包括ケアシステムの推進 

 

≪基本的方向≫ 
○ 介護保険者の統合によるメリットを活かし、これまでの取組をさらに充実させ、

安定的にサービスを提供する。超高齢社会への備えを盤石とするため、地域の実情

や個々のライフスタイルに合わせ、一人でも多くの高齢者が主体的に取り組むこと

ができる介護予防活動を推進するなど、「全員参加」「人材育成」「連携促進」の３つ

の視点を重視した地域包括ケアシステムの構築を推進する。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
※2 平成 30年 9月 30日時点での要介護・要支援認定率：50.7% 

 

  

数値目標 基準値（H29） 目標値（Ｒ6） 

健康寿命※1 

（日常生活動作が自立している期間の平均） 

男性 79.98年 

女性 84.43年 
延伸 

過半数が要介護・要支援認定者となる年齢 

「88歳※2（H30）」 ⇒ 「延伸（Ｒ6）」 

基本目標④ 安心して暮らせる地域をつくる 
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≪具体的な事業≫ 
事業名 事業概要 

東三河版地域包括

ケアシステムの推

進 

全員参加による地域包括ケア活動の周知や地域包括ケアに関

する住民等を対象とした研修など、地域包括ケアシステムを

推進する。 

介護人材の確保と

定着の支援 

介護の知識・資格の習得支援や、働きやすい職場づくりのた

めに介護事業所向けの人材育成研修を実施するなど、介護人

材の確保と定着を支援する。 

 

 

■施策２ 地域内連携による子どもたちの成長を支える環境づくり 

 

≪基本的方向≫ 
○ 東三河の子どもたちに、地域の暮らしや伝統文化に触れるなど学びの機会を創出

することで、東三河に誇りと愛着を持ち心豊かに成長できる環境をつくる。 

 

≪重要業績評価指標（ＫＰＩ）≫ 
 

≪具体的事業≫ 
事業名 事業概要 

公共施設等を活用

した学びの機会の

創出 

「ほの国こどもパスポート」の対象施設を巡るスタンプラ

リーを開催するなどして対象施設の利用を促進し、東三河

の子どもたちに地域内での交流を促し、地域への誇りと愛

着を高める。 

 

 

 

  

居住地以外の施設でほの国こどもパスポートを利用した割合 

「34.1％（H30）」 ⇒ 「40.0％（Ｒ6）」 
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４．総合戦略の推進 

（１）推進体制 

総合戦略の進行管理は、広域連合長を本部長、副広域連合長を本部員とする「東三

河まち・ひと・しごと創生本部」が中心に行い、施策を総合的かつ計画的に推進する。 

施策の推進にあたっては、産学官金労言の代表者などで構成する「東三河まち・ひ

と・しごと創生総合戦略推進協議会」から意見を聴取するとともに、東三河８市町村

や関係機関とも十分に連携する。 

 

（２）効果の検証 

総合戦略では５年間の取組に対する各政策分野の基本目標に係る数値目標を設定す

るとともに、それぞれの具体的な施策については重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定

し、検証・改善を図る仕組みとしてＰＤＣＡサイクルを運用する。 

また、「東三河まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会」による検証も実施しな

がら、必要に応じて施策や事業の追加、見直し等を行い、「東三河まち・ひと・しごと

創生本部」において総合戦略の改定を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  



 

 

 

 

東三河まち・ひと・しごと創生総合戦略 

令和２年１月策定 

令和３年１月改定 

令和４年１月改定 
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